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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

人間開発部基礎教育グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

履行期間（予定） 2021年4月5日 2023年11月30日 企画競争

20a01023000000 ミャンマー国初等教育新カリキュラム実施能力強化プロジェクト

公示日（予定） 2021年1月27日

【背景】


ミャンマーでは国際水準の教育を目指すことを標榜した大規模な教育改革が進められており、国
家教育戦略計画（2016-2021）では初等教育分野のカリキュラム改訂および教師教育の改善等を
事業の柱としている。これまで日本は、教育政策アドバイザーの派遣や技術協力プロジェクトを
通じて、初等教育のカリキュラム改訂、教科書および教師用指導書の開発、教師教育、アセスメ
ントへの支援を行ってきた。今後は、新カリキュラム・教科書で意図した内容を児童が理解し、
学力として獲得するため、新カリキュラム・教科書に基づいた授業が効果的に実施され、そうし
た授業が実施できるよう教員に対する継続的な能力強化が必要とされている。また、COVID-19

の影響を受けて、2020年3月から学校閉鎖が継続しており、児童の学力低下や国内教育格差が懸
念されているため、児童の学びの継続が喫緊の課題となっている。このような新しい課題に対応
した貢献も求められている。





【目的】


本事業は、COVID-19の影響も踏まえ、初等教育の教科書および教師用指導書などの教材を改善
し、新カリキュラムの効果的な実施のための現職教員に対する継続的な能力強化を行うことによ
り、新カリキュラムに基づく教育実践が全国の教育現場で改善することを図り、もって小学校児
童の基礎学力向上に寄与するものである。





【活動内容】ミャンマー側カウンターパートと連携し、以下の業務を行う。


・新カリキュラムの実践におけるCOVID-19による影響を含む教育現場の課題を分析する。


・教育現場の現状に基づき、教科書および教師用指導書を改善し、COVID-19に対応した追加的
な教材を開発する。


・遠隔実施を組み合わせた学校内やクラスターでの継続的職能開発の全国展開を支援する。

【担当分野／評価対象者】


・業務主任者（評価対象者）


・教員研修（評価対象者）


・算数教育


・理科教育


・社会科教育


・国語教育


・英語教育


・道徳教育


・ライフスキル教育


・音楽教育


・図工教育


・体育教育


・遠隔教育


・学習状況調査








【人月合計】


　約65MM





【その他留意事項】


　2021年1月にRDを締結予定。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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20a01004000000 バングラデシュ国日本－バングラデシュ協力５０年の成果にかかる情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年1月27日 バングラデシュ事務所
業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年4月16日 2022年3月24日 企画競争

【目的】


2022年にバングラデシュと日本の国交樹立から50周年、また2023年にはJICAの対バングラデ
シュへの協力開始から50年の節目を迎える。これまでのバングラデシュに対する多岐にわたる協
力活動の実績に関する情報収集と整理を行い、日本国民およびバングラデシュ国民それぞれに対
して、50年間の日本―バングラデシュの協力関係と成果を発信・展開すること、また情報収集や
記念誌編集の過程において、過去から現在まで事業にかかわる現地および日本人関係者の交流を
通して、今後、両国間のさらなる相互理解・友好関係の深化につなげることが目的である。





【業務内容】


（１）	協力実績・成果の発信戦略の策定・実施支援


（２）	協力実績・成果に関する情報収集・分析


（３）	50周年記念誌制作（本紙：和文、英文、ベンガル語、別冊資料集：英文）


（４）	広報用動画制作（ベンガル語　※日本語、英語字幕付き）


（５）	広報用素材（写真・動画データ）の集約化


（６）	50周年記念ロゴ制作


（７）	成果品発表イベントの開催


（８）	業務完了報告書の作成

【担当分野／評価対象者】


（１）業務主任／評価調査①（評価対象予定：語学条件あり）


（２）評価調査②


（３）編集企画・シナリオ作成（評価対象予定：対象国経験不
問、語学条件あり）


（４）発信戦略・デザイン


（注）評価調査①、評価調査②は、経済開発分野又は社会開発分
野を想定しており、業務従事者の構成により提案を可とする。





【人月合計】：19MM（現地 12MM、国内 7MM）





※本業務に係る契約には「調査業務用」契約約款を適用し、全て
の費用について消費税を課税とすることを想定。


※本件は、電子入札システムによる見積書提出を予定していま
す。





＜有償以外＞

2



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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20a01026000000
インド国メトロ事業者の非運賃収入及び社会インパクト向上に向けた施策に係る情報収集・
確認調査

公示日（予定） 2021年1月27日 南アジア部南アジア第一課
業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年4月16日 2022年2月28日 企画競争

【背景】


インドでは近年の経済成長に伴う輸送需要への対応・交通渋滞の緩和の観点から、メトロ開発が
推進されているが、政策的に低く抑えられた運賃による鉄道収入だけでは、新線開発や既存路線
の改修に必要な資金は賄いきれず、中央政府や州政府による財政資金投入やJICAや国際機関等か
らの融資等に依存が開発資金の大部分を担っているのが現状である。今後、さらなる路線拡大に
伴い、運営維持管理費等の費用増大が予想される中、メトロ公社の収益向上が大きな課題となっ
ており、とりわけ非運賃収入の拡大に大きな関心が集まっている。


【目的】


本調査の目的は、インドにおけるメトロ事業者の非運賃収入及び社会インパクト向上に向けた施
策を検討するものである。


【調査方針】


本調査では、日本を含む世界各国の運輸セクターにおけるデータ及びデジタル技術を活用した本
業以外の収入向上策等の事例を収集し、当機構が支援するメトロ公社等とともに、同公社やその
顧客等を多面的に分析し、当該事業者による、データ及びデジタル技術を活用した非運賃収入向
上及び社会インパクト向上に向けた施策等を検討し、民間連携の可能性も含めた資金協力、技術
協力による同施策への支援候補案件を提案することとする。


【調査内容】


上記調査方針に基づき、以下の項目について調査を行う。


①ベンチマークとなる日本を含む世界の事例収集及び分析


②日本企業等の動向、関心調査


③メトロ公社によるデータやデジタル技術等を活用したビジネスプラン（社会インパクトを追求
するビジネスも含む）の策定と実証


⑤ビジネスプラン実現に向けた協力事業の提案

【業務担当分野、評価対象者】


①業務主任者／新規事業開発（評価対象）


②プラットフォームビジネス構築（評価対象）


③運輸セクター／モビリティビジネス（評価対象）


④事業戦略／マーケティング


⑤データ分析／デジタル技術活用


⑥SDGs／社会ビジネス


⑦財務／法務分析


【人月合計】


52.5M／M (国内31.5M／M、現地21.0M／M)


【留意事項】


①本調査では、データ及びデジタル技術を活用した非運賃収入向
上及び社会インパクト向上策等の検討を中核とするが、それらの
施策は必ずしもデジタル空間のみにとどまるものではなく、駅ナ
カ開発や駅周辺・沿線開発を含む様々な取り組みに拡がっていく
可能性がある。


②現地調査の実施時期については、新型コロナ感染拡大状況を鑑
み、当機構と事前に調整を行うものとする。また、必要に応じて
調査内容の一部を現地再委託や現地傭人の活用による実施を認め
る。


③本公示について、プレ公示の内容から一部変更となる可能性が
ある。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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20a01022000000
中南米地域における水素技術・バリューチェーン導入に関する開発ニーズ及びポテンシャル
係る情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評価落札方式））

公示日（予定） 2021年1月27日 中南米部南米課
業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年3月24日 2021年8月23日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】中南米諸国では、化石燃料の輸入依存により国際収支の赤字が恒常化したり、産油国で
あっても原油価格に国際収支や経済が影響を受けており、エネルギー調達の課題が顕在化してい
る。急速に注目を集める水素エネルギーへの転換は各国のエネルギーに関連した経済構造に大き
な影響を与える可能性がある。これまで中南米諸国のエネルギーに関する課題に再生可能エネル
ギー、省エネルギーから取り組んできたJICAとしては、水素技術・バリューチェーン導入が中南
米諸国に与える影響を把握しつつ、水素に関連した開発ニーズ及びポテンシャルを整理する意義
は大きい。





【目的】 本調査は以下の事項を目的に実施する。 


中南米地域の調査対象国（10ヵ国）のエネルギーセクターの現状や、現行政策・法制度、関連機
関の役割等を整理した上で、水素導入に関連する公的部門への協力ニーズとポテンシャルを分析
し、協力案（円借款（開発政策借款含む）や技術協力）を機構に提言する。





 【業務内容】 


（１）対象国のエネルギーセクターの現状と課題


（２）重点国の水素バリューチェーン導入等に係る公的部門の協力ニーズ分析

【担当分野／評価対象者】


（１）業務主任者／グリーン水素協力戦略検討（評価対象予定）



（２）エネルギー政策・制度分析


（３）グリーン水素技術導入分析





【人月合計】


国内約12MM


【留意事項】


・調査国は、パラグアイ、チリなど合計10ヵ国を対象国とし、セ
クター調査ののちに重点国として南米３ヵ国・中米カリブ諸国
１ヵ国（合計４ヵ国）について詳細調査を行う。


＜有償以外＞


※本件は電子入札システムによる入札額提出を予定しています。
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）
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20a00989000000
パナマ国首都圏都市交通3号線事業公共交通指向型開発（TOD）にかかる情報収集・確認調
査

公示日（予定） 2021年1月27日 中南米部中米・カリブ課
業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年4月2日 2022年3月24日 企画競争

【背景】


パナマ市を中心としたパナマ首都圏は急速な都市膨張に晒されており、西部地域においては、首
都圏総人口の27％（約52万人）が居住し、今後も急速な人口増加が予測され、都市交通システム
の改善が交通渋滞の緩和と環境問題の悪化を防ぐための喫緊な課題となっている。係る状況下、
JICAは「パナマ首都圏都市交通3号線整備事業」の実施を通じ、首都圏西部地域と中心部をつな
ぐモノレール方式の交通システムの導入により、西部地域へのアクセス及び首都圏の交通機能の
改善に資する事業を実施している。同事業が都市開発のバックボーンとなり、西部地域における
新たな経済活動を誘因することが見込まれものの、現在、3号線事業との連結性を念頭に置いた
沿線開発は行われていない。よって、同事業の裨益効果拡大及び西部地域の持続的な経済発展を
目的とし、整備予定駅周辺の開発計画や交通結節点の整備を実施する必要がある。





【目的】


パナマ首都圏都市交通3号線整備事業の裨益効果拡大及び西部地域の持続的な経済発展において
必要となる、将来の駅前開発計画、フィーダー機能整備及び周辺地域の社会経済開発にかかる情
報収集・検討及び関係機関等へのTOD事業の必要性に対する理解醸成を行うもの。





【主な業務内容】


・TODの必要性分析、首都圏西部地域の社会経済状況、土地利用に関する情報収集


・中央政府、地方自治体の首都圏西部地域開発計画、の調査


・3号線沿線部開発における課題と駅ごとの沿線開発事業の可能性の抽出


・日本のTOD理解促進を目的としたデジタルコンテンツの作成


・開発アクターの動向・現況整理、民間参画の阻害要因分析と解消策の提案、沿線開発事業候補
のリスト策定


・TOD事業案の提案、関係機関等へのTOD事業必要性に係る理解醸成支援

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


・業務主任者／公共交通施設計画（評価対象予定者） 


・都市計画・地域計画（土地区画整理）（評価対象予定者） 


・交通計画 


・公共交通施設計画 


・商業施設計画 


・経済・財務分析





【人月合計】


約12.5MM（現地：6.50MM　国内：6.00MM）





【留意事項】


・参考情報：ODA見える化サイト「パナマ首都圏都市交通3号線
整備事業（第一期）」


ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｊｉｃａ．ｇｏ．ｊｐ／ｏｄａ／ｐｒ
ｏｊｅｃｔ／ＰＡ－Ｐ２－１／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01016000000
マダガスカル国アンタナナリボ廃棄物処理管理能力強化事業（マダガスカルきれいな街プロ
ジェクト）基本計画策定調査（評価分析／環境社会配慮）（一般競争入札（総合評価落札方
式））

公示日（予定） 2021年1月27日 地球環境部環境管理グループ 業務実施契約－詳細計画策定調査

履行期間（予定） 2021年4月5日 2021年7月5日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】マダガスカル共和国の首都アンタナナリボ市では急激な都市化が進み人口増加率は
5.17％（国連、2018年）に達し、人口300万人が排出する廃棄物量は1日あたり1500トンに上
る。廃棄物分野において収集、運搬、中間処理、最終処分とそれぞれのフェーズで課題が表面化
している状況にあり、今般、我が国に対し技術プロジェクトの要請が提出され、採択されたもの
である。 


【目的】


新規プロジェクトの実施に先立ち、協力要請の背景、内容を確認し、当該プロジェクトを行うた
めに必要な情報を収集し、協力内容・範囲、協力方法等の基本的な計画の策定、PDM（案）、
PO（案）を作成、先方政府関係機関との協議を経て、プロジェクトに係る合意文書締結を行う
ことを目的とする。


【活動内容】


本業務従事者は、技術協力プロジェクトの仕組み及び手続を十分に把握の上、他調査団員と協
議・調整しつつ、担当分野に係る協力計画策定のために必要な調査及び分析に係る各種業務を行
う。

【業務担当分野】評価分析／環境社会配慮


【人月合計】1.25人月





※本業務については、現地への渡航を想定していないが、業務履
行期間中に現地への渡航が可能となった場合には、業務の一部を
現地渡航して実施することについて、必要に応じて契約変更等に
よる対応を協議する可能性がある。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00918000000 モザンビーク国食料安全保障・栄養（IFNA）アドバイザー業務

公示日（予定） 2021年1月27日
経済開発部農業・農村開発第二グ
ループ

業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年4月5日 2022年3月24日 企画競争

【背景】


モザンビークは、内戦の終結後、栄養不良に苦しむ人口を半減以下にするというミレニアム開発
目標を達成した。しかしながら、依然として5歳未満児童の約43％は発育阻害状態で、全人口の
約25％は飢餓状態、約80％は十分な食事ができていない。


JICAは、2016年に、他の国際機関とともに、「食と栄養のアフリカ・イニシアチブ」（Initiative

for Food and Nutrition Security in Africa: IFNA）を立ち上げ、栄養改善のための具体的な取り組み
を促進している。モザンビークは、重点国の一つとなっており、本専門家は、IFNAの一環として
モザンビーク農業・農村開発省食料安全栄養技術事務局（SETSAN）に派遣される。なお、2021

年には「東京栄養サミット」が開催される見込みで、AUとも連携し、モザンビークにとどまら
ずアフリカ域内における農業案件の栄養センシティブ化を推進することも期待されている。


【目的】


1.SETSANが食料安全保障・栄養関連分野において実施を計画している事業の支援を通じて、調
整機関としての能力を強化する。


2.アフリカにおける農業案件の栄養センシティブ化を推進し、全アフリカにおける栄養改善に貢
献する。加えて、アフリカ連合との連携を模索し、IFNAの持続的・面的展開にも貢献する。


【活動内容】


（上記1. に関するもの）


1.SETSANへの政策助言（IFNA推進、栄養関連政府機関の育成、全国栄養調査にかかるものを含
む）


2.マルチセクトラルな栄養改善プログラムの活動支援及び全体調整


3.栄養改善分野におけるJICAの活動支援（ドナーとの調整、新規協力を見据えた情報収集等）


（上記2.に関するもの）


1.栄養啓発にかかる教材の作成及び活動の実施


2.JICA、AUや各国政府への各種助言

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


業務主任者／食料安全保障・栄養政策（評価対象）


農業における栄養センシティブ化（評価対象）


【人月合計】


9.77MM（現地8.57MM、国内1.20MM)





新型コロナウィルス感染拡大の影響により、現地に渡航できる条
件が整うまでは現地業務を国内業務へ振り替える可能性がありま
す。





＜有償以外＞

7



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01034000000 トーゴ国ロメ漁港の安全対策に係る情報収集・確認調査（総合評価落札方式）

公示日（予定） 2021年1月27日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月10日 2021年8月31日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】


　無償資金協力事業により建設されたロメ漁港（2019年7月完工）において、2019年11月の供用
後に港口部に想定以上の高波が発生するなど漁船の安全航行を妨げる事象が発生している。同事
象の発生を受けてトーゴ国政府は、防波堤延長などのハード対策も含む事故防止対策の技術的な
助言を我が国に求めてきた。JICAでは、同漁港における事故防止に向けて今年9月に技術委員会
を設置し、事故発生要因の解明とともに、可能な安全対策や漁港の改修の妥当性を検討してい
る。


【目的】


　本調査は、上記委員会における事故発生要因の解明や安全対策の検討に必要な自然条件調査の
一環として現地における波浪観測を行うことを目的とする。


【活動内容】


ア. 波浪観測機器の調達、イ.現地への渡航及び現地踏査、ウ.測定方法・地点の検討、エ.観測機
器の設置、オ.観測の実施、カ．風況観測の実施、キ．データ解析

【業務担当分野】


　波浪観測


【人月合計】1.8人月（現地調査1.3月、国内作業0.5月）


【現地派遣期間】1.3人月


【渡航回数】1回（2021年6月～7月）


＜有償以外＞


本業務に係る契約は、「調査業務用」契約約款を適用し、契約で
想定される業務が国内で提供される契約、すなわち国内取引とし
て整理し、消費税課税取引とすることを想定（企画競争説明書に
最終的な取扱いを記載）

8



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01027000000
タイ国アセアン工学系高等教育ネットワークプロジェクトフェーズ4（機材調達、広域案
件）（一般競争入札（総合評価落札方式））

公示日（予定） 2021年2月3日
人間開発部高等教育・社会保障グ
ループ

業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年4月9日 2022年1月10日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】アセアン工学系高等教育ネットワーク（SEED-Net）プロジェクトフェーズ4の支援大学
約20校では、コロナ禍により休講や遠隔での対応など、各大学・教員は対応に追われており、か
つ一定時期閉鎖される大学が出ている中、研究活動に遅滞が出ている状況。


【目的】プロジェクト終了後の自立発展や研究のさらなる活性化も想定し、ASEAN10か国域内
の支援大学20校程度（7か国、シンガポール、ブルネイ、ラオスを除く）を対象に、研究・教育
機材を導入する。


【活動内容】


(1) 国内整理期間①　（2021年3月上旬～5月下旬）


ア JICA人間開発部・SEED-Net事務局との打ち合わせに参加し、報収集の方法、スケジュールに
ついて案を作成する。


イ 大学から提出される機材リストを収集・一元化し、供与機材（本邦調達）書類（機材情報
シート等）の作成にかかる情報整理を行う。


ウ 機材内容に関し、本邦教員等に妥当性について確認を行う。


（2）現地派遣期間（2021年4月～5月中旬のうち2週間程度）


ア SEED-Net事務局や派遣国の大学教員から得られた情報を供与機材（本邦調達書類）に反映す
る。


イ 現地大学の機材の配置計画や維持管理状況に係る情報収集を行う。


ウ 現地での資機材の輸送経路及び方法を検討する


（3）国内整理期間②（2021年6月～10月）


ア 発注者の求めに応じ、機材仕様書の作成に伴い、必要な情報収集・確認を各大学の教員に向
けて行う。


イ 入札前に競争参加資格者から仕様等に関連する技術的な質問があった際は、受注者は発注者
が外注する仕様書作成業者からの技術的な確認事項等へのアドバイスを行い、併せて仕様書の最
終版作成に関する技術的な支援及び確認を行う


ウ 発注者の求めに応じ、入札説明書に参加し、調達担当者を支援し、必要な助言を与える。

（成果品等）


　本契約における成果品は以下のとおり。簡易製本版と合わせて
データで提出する。


・参考銘柄情報シート等、今次機材調達に関する基本情報


・各大学との確認事項、先方負担事項に関する確認結果（設置場
所、メンテナンスコストの先方負担）の取り纏めに係る報告書
（和・英文）





【業務担当分野】


機材調達


【人月合計】


3.5MM（国内：3.0MM　現地：0.5MM）


【現地派遣期間】


2021年4月～5月中旬のうち0.5MM程度


【渡航回数】


1回（タイを想定。複数国に及ぶ場合がある）


【留意事項】


新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、現地渡航分は国内（遠
隔）作業への振替を相談する可能性あり。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01033000000
ベトナム国東南アジアメコンデルタ地域における地域経済開発に資する運輸交通ネットワー
クに係る情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月3日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
三課

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年4月23日 2021年12月24日 企画競争

【背景】


ベトナム南部のメコンデルタ地域は、中央直轄市であるカントー市を中心に、活発な第一次産業
に加え、ベトナム南部の大規模港湾や工業団地の整備により産業の多角化が進んでいる。メコン
デルタ地域では、メコン川の支流である複数の大規模河川及びその支流を活用した水路ネット
ワークを活用した内陸水運が重要な交通手段となっているが、気候変動の影響を受けやすい水路
ネットワークのみならず、増加する交通量及び物流量に対応すべく、総合的な運輸交通ネット
ワークの整備が喫緊の課題となっている。


【目的】


メコンデルタ地域における運輸交通ネットワークの現状と課題について整理を行い、道路・橋梁
セクター分野で将来的に我が国が支援する可能性のある候補事業を提案する。あわせて、既にベ
トナム国内で事業化の検討が進みつつある事業について、JICAによる協力準備調査実施に向けて
必要な基礎情報を収集すると共に、課題の整理を行うことを目的とする。


【業務内容】


・メコンデルタ地域全体の現況調査（社会・経済・産業開発等）


・メコンデルタ地域の運輸交通ネットワーク及び道路・橋梁インフラの現状調査


・メコンデルタの道路・橋梁セクターの候補事業の特定・支援手法の検討（交通需要予測、経
済・財務分析等含む）


・事業化検討中事業の越国内Pre FSの内容の検証及び基礎情報の収集


・事業化検討中事業の協力準備調査実施に向けた検討

【担当分野／評価対象者】


・業務主任者／総合交通計画（評価対象者）


・地域経済・産業分析／社会・経済分析（評価対象者）


・交通実態調査／需要予測


・道路・橋梁インフラ開発


・環境社会配慮


【人月合計】


15.4MM（現地10.6MM、国内4.8MM）





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00736000000 ミャンマー国ヤンゴン市開発委員会水道事業運営改善プロジェクト　フェーズ2

公示日（予定） 2021年2月3日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年4月1日 2024年5月31日 企画競争

【背景】


ミャンマー国では、2018年6月に新たなYCDC法が施行され、同法に基づき2019年4月にWater

Resource and Water Supply Authorityが立ち上がり、上下水道事業を所掌していたYCDCの水・
衛生局の上水道担当部分は同Authorityへと変わった。更にヤンゴン市は、2019年8月に市内の配
水業務及び料金徴収業務について民間企業からの関心表明を募集する公告を行ったが、YCDCは
これまで水道事業を直営で実施しており民間活用の経験がなく、民間活用に係る組織方針や規定
等は未整備であるなど、課題は多い。上記背景のもと、YCDCは我が国に対し、民間活用の動き
も踏まえた組織能力強化に係る技術協力を要請したため、本技プロではフェーズ１に引き続き、
実施機関の水道経営・運営能力及び民間活用能力の向上を目指す。





【業務内容】


以下の成果に係る活動。


成果1：Authorityの水道経営・運営能力が向上する。


成果2：Authorityの民間活用能力が向上する。


成果3：Authorityの上水道施設運営能力が向上する。

【担当分野／評価対象者】


１．水道事業計画／モニタリング（評価対象）


２．人材育成／組織強化（評価対象）


３．財務・経営


４．PPP（評価対象）


５．水質管理／浄水場・塩素消毒施設運転維持管理


６．顧客サービス／広報





【人月合計】約５９．５MM（現地約５３MM、国内約６．５
MM）











＜有償以外＞











プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00973000000
ミャンマ-国工学教育産官学連携強化プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析）（一般競
争入札（総合評価落札方式））

公示日（予定） 2021年2月3日
人間開発部高等教育・社会保障グ
ループ

業務実施契約－詳細計画策定調査

履行期間（予定） 2021年4月2日 2021年6月25日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】これまでJICAが実施してきたヤンゴン工科大学（以下、YTU）、マンダレー工科大学
（以下、MTU）に対し両大学の教育環境の改善及び実践的な学部教育の実施と研究能力の向上を
目的とした技術協力「工学教育拡充プロジェクト」の成果を受け、ミ政府から協力継続の要請が
あった。本事業は、YTUおよびMTUにおいて、研究の質・量の向上、産学官連携の促進、加え
て、研究、産学連携活動を支える大学運営能力の強化を行うことにより、産官との自立的連携関
係の構築を図り、もってミャンマー国の工学分野の産学官連携の拠点として研究成果・人材が同
国の持続的な成長に寄与することを目的としている。


【目的・活動内容】2021年1月より二段階方式にて開始予定の標記案件について、ミャンマーの
現状について改めて先方と確認を行う形で情報収集・分析を行う際に遠隔で参加、作成済み協力
計画（案）の改訂、具体的には現状を踏まえて同プロジェクトのPDM（案）、PO（案）、RD

（案）、事前評価表（案）等の改訂に協力する。


【業務担当分野】評価分析　


【人月合計】1MM（国内20日間）　


【渡航回数】無し

※本件は電子入札システムによる入札額提出を予定しています。






＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01014000000 ジブチ国ジブチ市物流強化に係る情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月3日 アフリカ部アフリカ第二課
業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年4月9日 2021年11月9日 企画競争

【背景】


港湾都市ジブチにおける物流の円滑化は、国内のみならず東アフリカ域内の経済発展を牽引する
基盤である。他方、都市化に伴う交通量の増加に加え、近年は洪水が頻発していることから、物
流網の強靭化に向けた計画策定及び実施が喫緊の課題とされている。


【目的】


ジブチ市における運輸・物流セクターの現状を調査した上で課題を抽出し、物流網強靭化のため
の市内道路網改善策の全体像を示し、我が国のODAとして最適な事業を検討する。


【調査項目】


1)社会経済現況：人口及び社会経済状況、交通量、主要産業等、2）自然環境（アンボリ川周
辺）：地形・地質、気候、自然災害、自然保護区域等、3)運輸交通セクターの現状と課題：都市
マスタープランの確認（アンボリ川渡河道路の位置付け等）、渋滞・冠水箇所、運輸交通行政、
組織・法制度、道路・公共交通・港湾等の現況と課題等、4)プロジェクト実施状況：主要交通プ
ロジェクトの実施状況、主要道路整備計画等、5)我が国協力の方向性：道路網の課題のプライオ
リティ付け、先方要望の分析、他ドナー等の協力方針、我が国の協力の方向性と協力案、6)市内
道路最優先事業：計画条件の整理（アンボリ川渡河道路の拡幅、河川改修等）、ODA事業として
の提案等

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


1)業務主任者／都市交通計画（評価対象予定）


2)道路計画（評価対象予定）


3)橋梁計画


4)洪水リスク評価


5)交通量調査・交通需要予測


6)通訳





【人月合計】


13MM（現地8MM、国内5MM）





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00995000000 モザンビーク国ニアッサ州持続的給水システム及び衛生促進プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月3日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月3日 2026年5月1日 企画競争

【背景】


ニアッサ州はモザンビーク北部のナカラ回廊に位置し、開発による人口・水需要の増加が進んで
いる一方で、増加する人口・水需要に対して管路給水施設の整備は進んでおらず、地方都市の給
水率は人口が増加するに従い低下傾向を示している。給水率の改善が遅れている背景には給水施
設の維持管理不足、組織経営体制の脆弱さなど多岐に亘る課題が存在している。これまでに日本
は、給水・衛生分野において、地方給水施設維持管理や衛生改善を目的としたプロジェクト等を
展開しており、モザンビーク全体で見れば給水・衛生環境は徐々に改善しつつあるものの、これ
らの定着のためには引き続き支援が必要な状況である。





【目的】


本プロジェクトはニアッサ州対象5郡において、栄養改善に資する給水サービス及び衛生施設の
改善や、施設維持管理体制・組織経営能力強化を目的とし、ニアッサ州における持続的な給水シ
ステム及び衛生改善の体制構築を目指す。





【業務内容】


1. 給水施設に係る関係者の運営能力及び組織の実施体制が改善される。


2. 給水システムが建設を通じて、関係者の施設設計や施工監理等の業務管理能力が強化される。



3. 給水システムに係るオペレーターの運営維持管理能力が強化される。


4. 給水システムの配水区域内において、水や給水施設の利用、衛生行動および衛生施設の整備が
促進される。


5. プロジェクトの教訓やノウハウが州や全国レベルでステークホルダーへ波及される。

【担当分野／評価対象者】


(1) 業務主任者／地方給水事業管理1（評価対象・１号俸該当者必
須）


(2) 啓発活動／衛生／マルチセクトラルアプローチ（評価対象）


(3) 地方給水事業管理2


(4) 給水施設運転・維持管理（評価対象）


(5) 水源開発（湧水）


(6) 施設設計／施工監理（給水・衛生施設）


(7) 研修計画／人材育成


(8) モニタリング／ICT


(9) 調達





【人月合計】


約125MM（現地約123MM、国内約2MM）





【その他】


・RD署名状況：2021年1月署名予定


・総投入MMが100.00MMを超える案件になりますので、「業務主
任者は1号該当者、若手育成加点なし」の条件とします。


・本業務に係る契約には、事業実施・支援業務用契約約款を適用
し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわち国
外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定（企画
競争説明書に最終的な取扱いを記載）。








＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01021000000 コンゴ民主共和国マタディ港改良計画準備調査

公示日（予定） 2021年2月3日 社会基盤部運輸交通グループ 業務実施契約－協力準備調査

履行期間（予定） 2021年4月23日 2022年4月28日 企画競争

【背景】コンゴ民主共和国中央コンゴ州のマタディ港は、国内最大の河川港で、キンシャサ等の
同国西部と国際航路を繋ぐ主要港である。マタディ港には運輸港湾公社（SCTP）と民営の２つ
のコンテナターミナルがあり、将来のコンテナ取扱需要の更なる増加が見込まれる。しかしなが
ら、1930年代に建設されたSCTPコンテナヤードの舗装は劣化し、荷役効率が低下している。本
事業は、コンテナヤードの改修及びターミナルオペレーションシステム(TOS)の導入により効率
的なコンテナ荷役を図り、コンテナ取扱容量向上に寄与するものである。


【目的】施設・機材等調達方式の無償資金協力の活用を前提として、概略設計を行い、概略事業
費を積算するとともに、相手国側分担事業の内容、実施計画、運営・維持管理等の留意事項など
を提案することを目的とする。


【活動内容】（１）サイト状況調査　（２）貨物・荷役状況調査　（３）通関状況調査　（４）
環境社会配慮調査　（５）施工・調達状況調査　（６）相手国側負担事項　（７）事業の運用・
維持管理計画策定　（８）概略事業費積算　（９）事業の評価　（１０）事業の評価　（１１）
準備調査報告書案の作成・説明・協議


【担当分野／評価対象者（◎）】（１）◎業務主任者／港湾施設計画　（２）◎ヤード舗装設計
／自然条件調査　（３）荷役状況調査　（４）◎機材計画／積算　（５）環境社会配慮　（６）
施工計画／積算　（７）通訳（仏語）　（８）設計照査


【人月合計】21人月

「情報収集・確認調査」を実施済（2020年1月）





【担当分野／評価対象者】


（１）業務主任者／港湾施設計画（評価対象者）　


（２）ヤード舗装設計／自然条件調査（評価対象者：語学・地域
評価なし）　


（３）荷役状況調査


（４）機材計画／積算　（評価対象者）


（５）環境社会配慮　


（６）施工計画／積算　


（７）通訳（仏語）　


（８）設計照査





【人月合計】21人月


＜有償以外＞


※報酬単価の加算を認めます。
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01117000000 インドネシア国官民協力による農産物流通システム改善プロジェクトフェーズ2

公示日（予定） 2021年2月10日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月6日 2025年5月5日 企画競争

【背景】


インドネシアでは所得水準の上昇に伴い、消費者の食品嗜好の変化や食の多様化が進行し、安全
かつ高品質な園芸作物への需要が高まる一方で、園芸作物の栽培、流通、販売には課題が残る。
JICAは2016年より本プロジェクトのフェーズ1を通じて対象地域の農家グループに対し園芸作物
の生産、流通支援を行っている。本プロジェクトは、フェーズ2として対象地域における農家グ
ループの更なる生産・販売能力の向上を目指す。





【目的】


本事業は、西ジャワ州の対象サイト（6県1市）において、対象農家グループが市場志向型の営農
計画及び販売計画を作成し、それらの営農計画に基づき園芸作物を栽培、販売をすることで、対
象農家グループに参加する農家の農業所得の増加を図り、もってこれらの農家の農業所得が安定
することに寄与することを目的とする。





【業務内容】


1．対象農家グループが市場志向型の営農計画及び販売計画を作成するための能力強化支援


2．対象農家グループが市場志向型の営農計画に基づき園芸作物を栽培、販売するための技術支
援


3．対象地域におけるバリューチェーン関係者の連携と情報共有促進を通じた園芸作物バリュー
チェーンの強化支援

【担当分野（評価対象者）】


・業務主任者（評価対象予定）


・園芸栽培技術（評価対象予定（対象国経験・語学評価無し））



・市場志向型農家経営（評価対象予定）


・農民組織強化


・農産物流通


・金融アクセス改善


・デジタル技術活用


・農業普及





【人月合計】78MM（現地67MM、国内11MM)





【その他】 


・現地渡航が可能な場合は、2021年度第1四半期に現地業務を開
始することを想定しています


・現地渡航が制限される場合は、国内業務で部分的に代替するこ
ともあり得ます。


・2021年1月中旬RD署名予定。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00886000000 フィリピン国メトロマニラ公共交通システム改善に係る情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年3月31日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
五課

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年6月10日 2021年11月5日 企画競争

【目的】


本調査はマニラ首都圏において、ＩＣＴなどを活用した公共交通運行管理システムを提案・導入
することにより、公共交通運行者・利用者の安全を確保するとともに公共交通のイメージ低下に
よる私的交通への転換を避け、もってニューノーマルに対応した路面公共運行の改善に寄与する
もの。


【活動内容】


１．情報収集・背景・現況の確認


・実施機関の路面公共交通改善に係る組織制度・管理能力に関する情報収集


・ＣＯＶＩＤ１９対策関連プロジェクト、Ｌｏｃａｌ　Ｐｕｂｌｉｃ　Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　Ｒ
ｏｕｔｅ　Ｐｌａｎ策定状況に関する情報収集


・各国における路面交通のＣＯＶＩＤ１９対策の情報収集


・中央関連省庁・地方自治体へのヒアリング


・公共交通政策における路線バス、ジープニーサービスの位置づけの整理・今後の改善方針の類
型化


・既存及び計画鉄道路線沿線の交通結節施設の現状調査


・路面公共交通需要／マーケット特性とその変化の分析


・公共交通へのＩＴＳ／ＩＣＴ導入の可能性の検討


・公共交通のイメージ低下を避ける施策の検討


・問題点と課題の整理・確認


２．路面公共交通運行・利用におけるＣＯＶＩＤ１９対策ガイドラインへのアドバイス


【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


１．業務主任者／公共交通政策（評価対象者）


２．公共交通計画（評価対象者）


３．交通結節施設


４．交通調査／情報収集

【関連調査】


・メトロマニラ総合交通管理プロジェクト（2019年3月-2022年2

月）





【対象地域】


マニラ首都圏





【C／P機関】


DOTr（Department of Transportation）





【想定Ｍ／Ｍ】


１０．００Ｍ／Ｍ程度





＜有償以外＞

17



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00746000000 タイ国バンコク首都圏都市鉄道新マスタープラン（M-MAP2）策定プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月10日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月20日 2024年5月20日 企画競争

【背景】


バンコク首都圏の主要路線の整備は、2010年にタイ政府により策定されたMass Rapid Transit

Master Plan in Bangkok Metropolitan Region（M-MAP）に基づき一定の目途がついたと考えられ
る一方で、タイ政府はM-MAPは需要予測の精度、駅・ルートや他交通モードとの連結性、都市鉄
道と都市整備計画の統合促進等に課題を抱えていると考えており、これら課題への対応策と新規
路線の整備計画を含む将来を見据えた新たなマスタープランであるThe Second Mass Rapid

Transit Master Plan in Bangkok Metropolitan Region（M-MAP2）を作成する計画としている。


前タイ運輸大臣からJICAへの本マスタープラン策定にかかる協力要請がなされ、JICAは2017年9

月からM-MAP2にかかる「骨太の方針（Blue Print）」策定のための基礎調査を実施した。本方針
は2019年1月にthe Commission for the Management of Land Trafficにより承認され、今後の調査
はタイ政府が主体的に責任を持ち実施していくことが確認された。


2019年4月には、タイ運輸省に鉄道局（Department of Rail Transport（DRT））が設立され、今
後はDRTが自律的に新たな鉄道需要予測モデルに基づく需要予測とM-MAP2詳細計画の策定を実
施していくことになるが、JICAは引き続きこれらの計画がこれまでの基礎調査の内容を反映した
質の高いものとなるよう働きかけ、支援することが求められている。


【目的】


バンコク首都圏において、タイ政府の新たな鉄道需要予測モデルに基づく需要予測及びM-MAP2

詳細計画策定への支援を行うことにより、タイ政府の鉄道マスタープラン策定能力強化を図り、
持続可能で総合的な交通ネットワークの整備に寄与する。

【活動内容】


タイ政府主導の下記活動を支援する。


1．新たな鉄道需要予測モデルを策定する。


2．M-MAP2詳細計画の策定を行い、タイ政府による承認プロセス
に諮る。


3．M-MAP2の具体的実現に向けた取り組みを推進する。


【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


1．業務主任者／都市交通計画（評価対象者）


2．都市計画


3．鉄道事業運営


4．都市鉄道計画


5．交通需要予測評価（評価対象者）


6．経済財務分析、環境社会配慮


7．広報、研修企画


【人月合計】約33MM（国内13.50MM、現地19.50MM)


【留意事項】


1.案件名称を、「バンコク首都圏都市鉄道新マスタープラン（M-

MAP2）策定能力強化プロジェクト／Project for Enhancing

Capacity of Formulation of the Second Mass Rapid Transit Master

Plan in Bangkok Metropolitan Region (M-MAP2)」に変更予定。


2．本業務にかかる契約には「事業実施・支援業務用」契約約款
を適応し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すな
わち国外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定
（企画競争説明書に最終的な取扱いを記載）


3．RD署名日　2020年12月末署名予定


＜有償以外＞

18



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01118000000 ベトナム国持続的自然資源管理強化プロジェクトフェーズ２

公示日（予定） 2021年2月10日 地球環境部森林・自然環境グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月7日 2025年3月21日 企画競争

【背景】


JICAは、本事業に先立つ技術協力「持続的自然資源管理プロジェクト（2015－2021）」におい
て、中央レベルから地方レベルにわたり、政策支援から現場での実践までを、民間企業や他ド
ナー等も連携しつつ重層的かつ包括的に支援を行い、持続的森林管理と生計向上に具体的な成果
を上げるとともに、カウンターパート始め関係者の人材育成を達成した。具体的な活動として
は、森林政策の根幹をなす「森林法」の改正を支援（2019年1月施行）した他、地方レベルで
は、①北西部4省におけるREDD＋行動計画の策定・改正支援、同行動計画のパイロット的実
施、②タブレットベースによる省の森林モニタリングシステムの開発と利用促進、③生物圏保護
区における地域住民との協働管理の推進等を実施した。





ベトナム政府は、前フェーズの成果のひとつである改正「森林法」の下、関連政策の着実な実施
を促すため、我が国に技術協力を要請した。本事業では、ベトナム政府にとって優先順位の高い
施策について、中央と地方が一体的にその着実な実施が図れるよう支援する。具体的には、中央
における政策支援の中で、国際基準に準拠したベトナム版の持続的森林管理（SFM）の枠組み作
りや森林認証制度の構築に向けた支援を行い、地方4省における現場活動では、具体的なSFM計
画策定の実践を新たな活動として行う。また、前フェーズで支援した「森林モニタリングシステ
ム」については、全国展開へ向けた改善とさらなる普及・定着を後押しする。


　


【目的】本事業は、ベトナムの中央政府および北西部・北東部4省（ホアビン省・ソンラ省・ラ
オカイ省・トゥエンクアン省）において、国家・国際基準に準拠した持続的森林管理の推進を担
う中央・地方政府職員及び森林所有者が必要な技術・知識を修得することを図り、もって森林生
態系の多面的便益の最大化を図るための国家能力の強化に寄与するもの。

【業務内容】


別途選定される直営専門家と連携し、本件受注コンサルタントは
以下の業務を行う


１） 森林モニタリングシステムの改善を支援する


２）森林資源モニタリングシステムの運用に関する中央および地
方政府機関の能力を強化し、、フェーズ１の成果の拡大と定着を
はかる


３） パイロット的に支援する森林所有者及び（または）森林所有
者グループを特定し、SFMについての理解促進を図り、SFM計画
の策定、実施、モニタリングを支援する


【担当分野／評価対象者】 


①業務主任者／森林情報管理（評価対象）


②森林モニタリングシステム／ドナー連携（評価対象）


③持続的森林管理


【人月合計】２５MM


＊ 2021年1月にRD署名予定。


＊ 本事業では、長期専門家としてチーフアドバイザー、森林政策
／持続的森林管理、及び業務調整／生物多様性保全、3名の派遣
を予定しています。


＊ 本業務に係る契約には、事業実施・支援業務用契約約款を適用
し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわち国
外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定（企画
競争説明書に最終的な取扱いを記載）。


＊第一期契約　2021年5月～2022年2月 、第二期契約2022年3月
～2025年3月予定。


＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01005000000 バングラデシュ国防災セクター情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月10日 南アジア部南アジア第四課
業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月6日 2022年3月24日 企画競争

【背景】バングラデシュの防災セクターは、長年にわたり防災体制の強化を推進し成果を上げて
きたが、中所得・高所得国化達成に向けては引き続き課題が多い。当国政府は気候変動の超長期
の対応策を策定するなど、災害準備の政策転換を進めており、右を踏まえ新たなJICAの防災分野
の協力方針を検討する。


【目的・概要】本調査は、バングラデシュの防災セクターにおいて現状を把握するとともに、同
セクターにおける我が国及び他ドナー等による取り組み状況を整理し、JICAが今後の支援内容を
検討（①重点支援地域・分野の選定、②短期的（向こう3年程度）な案件コンセプト作成、及び
③長期的（向こう10年程度）な案件コンセプト作成等）するための情報収集を行うことを目的と
する。


【調査項目】（1） 過去の災害発生や被害状況の情報収集、発生頻度の高い災害の被害状況分
析、 災害種の特定


（2） 人口動態、土地利用状況の変化及び今後の見通し、インフラの開発動向の情報収集


（3） 防災法制度、予算配分及び執行状況、第8次5カ年計画のレビュー


（4） 防災関連省庁・機関の役割分担、所掌業務、予算配分及び執行状況、実務能力等の確認


（5） BDP2100のレビュー（Investment Projectリストの分析を含む）


（6） JICAの協力成果及び課題の分析（国別・課題別研修の成果を含む）


（7） 他ドナー等の支援状況・支援戦略にかかる情報収集、分析


（8）防災セクターでのジェンダーギャップ、脆弱層の有するリスク及びICT活用と見通しの分析



（9）上記（1）～（8）を踏まえた災害種別・エリア別災害リスクの総合的な定量評価


（10） 他国の防災分野の事例にかかる情報収集・整理とバングラデシュへの提供可能性検討


（11） 重点協力分野・支援エリア案の作成、JICA内検討の支援
 （12） 防災セクター協力方針
策定支援及び短期（3～4年）及び長期（10年程度）の新規案件コンセプト案検討

【担当分野／評価対象者】


（１） 業務主任者／総合防災計画／防災投資（評価対象者）


（２） 防災行政組織・制度／災害復旧事業制度計画（評価対象
者）


（３） 水文／河川計画／河川管理／洪水予警報（評価対象者）


（４） 都市洪水・内水氾濫対策／水害リスク分析


（５） 高潮対策／高潮予警報


（６） 気象レーダー／気候変動


（７） 地震リスク分析／耐震


（８） 衛星画像解析／GIS／ICT活用


（９） 防災啓発





【人月合計】約19.08MM





※本業務に係る契約には「調査業務用」契約約款を適用し、全て
の費用について消費税を課税することを想定（企画競争説明書に
最終的な取扱いを記載）。


＜有償以外＞

20



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01103000000 バングラデシュ国食品安全庁査察・規制・調整機能強化プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月10日 人間開発部保健第二グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月3日 2026年4月30日 企画競争

【背景】


バングラデシュでは、国内の食品汚染に関するモニタリングシステムが不十分であり、健康被害
の状況が正確に把握できておらず、バングラデシュで市販されているコメ・野菜・魚などから、
耐容一日摂取量を超えるカドミウムや鉛等の重金属が検出されているといった報告もあり、食品
汚染による健康への影響が懸念されている。国内消費に留まらず、食品加工品が世界144か国以
上に輸出されており、今後も輸出額は増加の見込みであり、同国内の加工食品に対する食品安全
への対策は国外からも一層の注目が集まると想定される。


【目的】


本事業は、食品安全庁（BFSA）の食品安全行政を実施するための管理体制の強化、食品安全監
視・監督体制の構築、食品検査室の連携体制の強化、食品安全に対する意識の向上を中心に支援
する。


【活動内容】


1. プロジェクト期間


2021年5月1日～2026年4月30日


2. 上位目標


バングラデシュにおいて食品安全管理体制が向上する。


3. プロジェクト目標


BFSAの食品安全に関する査察・規制・調整機能が強化される。


4. 成果


成果1：BFSAの食品安全行政を実施するための管理体制が強化される。


成果2：根拠に基づいた食品安全監視・監督体制が構築される。


成果3：食品安全監視に必要な食品検査および検査室連携体制が強化される。


成果4：消費者および食品等事業者の食品安全に対する意識向上および食品等事業者の食品安全
管理指導に関するBFSAの能力が向上する。

【業務担当分野一覧】


１．業務主任者、食品安全管理（評価対象）


２．食品検査、組織キャパシティー強化（評価対象）


３．食品安全啓発


４．業務調整（研修管理）





【人月合計】


全体54.3MM（国内16.0、現地38.3）





【RD署名日】


2021年2月中旬にRD署名予定


本業務にかかる契約は「業務の完了を約しその対価を支払う」と
規定する約款を適用し、契約金額の一部について消費税を付加税
とすることを想定しています（企画競争説明書に最終的な取扱い
を記載します）





【契約履行期間の分割】


契約履行期間を前期・後期の2期に分割することを想定していま
す





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01104000000 ソロモン国水道公社無収水対策プロジェクトフォローアップ協力

公示日（予定） 2021年2月10日 地球環境部水資源グループ 業務実施契約－フォローアップ

履行期間（予定） 2021年4月16日 2022年2月28日 企画競争

【背景】


ソロモン諸島国（以下、ソロモン）では、都市部の上下水道事業の運営をソロモンウォーター
（SW）が担っているが、無収水率が高く、かつ無収水対策のための計画策定、漏水対策等を実
施することができる技術者が不足していた。かかる背景から、JICAは、SWの無収水削減能力向
上を目的とする「水道公社無収水対策プロジェクト」（2012～2016）を実施した。その結果、
事業展開計画策定、関連マニュアル作成等が実施され、パイロットエリアにおける無収水率が大
幅に削減された。


その一方で、全体の無収水率は依然として高い状態であり、給水サービスエリアの水需要を満た
すことができていない。SWは2016年に無収水対策チームを結成して対策に取り組んでいるもの
の、前プロジェクト終了後に一部の職員が退職した影響もあり、自助努力のみでは対応ができて
いない状況である。。


以上の状況を踏まえ、本事業では、前プロジェクトにおける支援内容の定着・普及・拡大、SW

の実施する無収水削減活動へのコンサルテーションを実施することで、SWの持続的な無収水対
策活動体制の構築を目指す。





【業務内容】


1. 前プロジェクトの内容を踏まえたトレーニング


2. SWが考える無収水対策活動へのコンサルテーション

【担当分野／評価対象者】


1. 業務主任者／無収水対策①


2. 無収水対策②





【人月合計】約2.7MM（現地約1.7MM、国内約1MM）





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01032000000 ケニア国水資源アドバイザー業務

公示日（予定） 2021年2月10日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年4月16日 2024年4月15日 企画競争

【背景】


ケニアは、従来の水不足に加え、開発に伴う水需要が増大しており、水資源の適切な管理が重要
な課題となっている。また、世界的な気候変動による影響はケニアにおいても大きな問題となっ
ており、近年、洪水や渇水のリスクが増加してきているとされている。水資源管理の実施機関で
ある水資源庁(WRA)は、モニタリングにより水資源の量･質を正確に把握･評価し、水利権の許認
可を通じて、水資源を公平に配分することに加え、洪水被害軽減の為の役割を持つが、能力不足
によりモニタリング結果が水資源の評価に十分に活用されていない。水資源管理の強化を実現す
るため、観測ネットワーク強化及びデータ管理能力の向上と定着、洪水･渇水･気候変動など実際
の課題に対応した観測データの活用の為のWRA職員のスキル向上が必要とされている。





【目的】


首都ナイロビの水瓶であるタナ流域区において効果的な水配分及び水利用の為の気象･水文デー
タ管理能力及びデータ活用能力を強化する。





【業務内容】


1. タナ流域区において水資源管理の目的(利水･治水･環境保全)に応じて各気象･水文観測所で得ら
れるデータの役割を明確に位置付け、モニタリング計画を更新する。


2. 気象･水文データの収集能力を強化する。


3. 気象･水文データの解析･管理体制を強化する。


4. 観測データが気候変動の影響も含めた洪水･渇水対策、水利権管理など実際の課題に活用され
る様指導する。

【担当分野／評価対象者】


(1)業務主任者／水資源管理 (評価対象)


(2)水文モニタリング／渇水･洪水リスク評価(評価対象)


(3)通信／イノベーション技術





【人月合計】


約25.5MM (現地約22MM、国内約3.5MM)





【その他】


・本業務に係る契約には、事業実施・支援業務用契約約款を適用
し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわち国
外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定（企画
競争説明書に最終的な取扱いを記載）。


・プレ公示の内容は若干変更になる可能性があります。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01020000000 ジンバブエ国における灌漑開発および流域農業開発に向けた情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月10日
経済開発部農業・農村開発第二グ
ループ

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月6日 2022年2月25日 企画競争

【背景・目的】


　JICAは、1989年から1995年にかけて無償資金協力でマシンゴ州の中規模灌漑施設の整備を実
施し、中規模ダム6基を建設した。2019年3月にサイクロンがジンバブエを直撃し、甚大な被害
を受けたため、JICAは同年に上ダム6基のうち大きな被害が想定された3基の現地踏査を実施し、
1基で大きな被害を確認した。また、他のダム2基でも導入部に洗堀の被害、堤体に若干の漏水を
確認した。他方、同国では、国民の約70パーセントが農業に従事し、農業はジンバブエ政府によ
り国民の生計を支える重要産業に位置付けられている。また、ジンバブエ土地・農業・水・地方
再定住省は、農業生産性向上を重要課題と位置付けており、新規灌漑スキーム開発の重要性が高
まっている。このような状況下、本調査は、1)大きな被害が確認されたダム１基の修繕に係る緊
急性の把握、2)マシンゴ州中規模灌漑設備整備事業で建設されたダム全6基の現状調査及び将来
的な改修の検討、3)農民の所得向上へ向けた新規灌漑スキーム開発の可能性、について調査す
る。





【調査内容】


・サイクロンにより大きな被害を受けたダム1基の修繕の緊急性を把握するための調査を優先的
に実施し、緊急修繕が必要と判断される場合には、緊急修繕事業計画案を作成する。また、将来
的な改修計画策定のための調査も実施する。


・他のダム5基についても現状調査を入念に実施し、将来的な改修計画策定を検討する。また、
緊急修繕が必要な場合は、緊急修繕事業計画案も作成する。


・ジンバブエにおける新規灌漑スキーム開発の可能性について情報を収集し、新規灌漑スキーム
開発業務計画書策定のための情報収集、その案を検討する。

【担当分野・評価対象者】


１）業務主任者・水資源 (2号)(評価対象)


２）灌漑施設計画 (3号)(評価対象）


３）流域農業開発


４）環境・社会影響評価


５）施設積算





【想定人月合計】15.13MM





【その他】


・現地への渡航が制限される場合は、国内業務で部分的に代替す
ることもあり得る。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00527000000 フィリピン国海岸災害対策及び海岸保全能力向上プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月17日 地球環境部防災グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月13日 2026年6月30日 企画競争

【背景】


人口や資産の約6割が海岸部に集中しているフィリピンでは、台風や高潮による被害を多く受け
ており、公共事業道路省（DPWH）は、沿岸の防御のため護岸や海岸道路などの建設を行ってい
る。しかし、海岸に作用する力や海岸の変化のメカニズムを理解していない事から現地の状況に
適合しない対策を行った結果、構造物の被害や周辺地域への影響が発生している。このような状
況の中、フィリピン政府より我が国に対し、海岸工学（海岸侵食・海岸災害対策）に関する職員
の能力強化に関する支援が要請された。


【目的】


本事業は、フィリピンにおいてDPWHのコア人材育成や技術ガイドライン策定及び今後の海岸管
理対策に向けた課題抽出が行われることにより、DPWHの海岸工学に関する能力が強化されるこ
とを図り、もって災害リスク削減対策及びインフラ施設の状態などの海岸の状況改善に寄与する
もの。


【プロジェクト目標】


人材育成や技術ガイドラインの策定を通じて、DPWHの海岸工学に関する基礎的な能力が強化さ
れる。


【成果】


成果１：DPWHのコア人材の海岸工学に関する基礎知識が向上する。 


成果２：各海岸の現状に基づいた海岸工学への理解が向上する。 


成果３：各海岸の現場に対する構造物対策がDPWH職員により検討され、技術ガイドラインが策
定される。 


成果４：プロジェクトで身に付けた海岸工学に関する能力及びプロジェクトで策定したガイドラ
インに基づき、DPWHがパイロット活動地域を選定し、パイロット活動が実施される。


成果５：海岸工学に関する人材育成計画が策定される。


成果６：海岸管理に関する法制度や関係組織、海岸利用の実態などの情報が収集され、今後の対
策に向けた課題が抽出され取りまとめられる。

【担当分野／評価対象者】 


（１）業務主任者／海岸工学（評価対象） 


（２）海岸保全対策／経済財務分析（評価対象） 


（３）構造物設計


（４）法制度・組織／開発計画 


（５）人材育成・研修計画 


（６）海岸環境分析／環境社会配慮 


 


【人月合計】 


約80 MM（現地約73MM、国内約7MM）


 


【その他留意事項】 


・RDは3月末までに署名予定。二段階方式での実施を予定してい
る。（暫定的なPDMに基づき本案件を開始した後に、詳細計画策
定調査を実施し、RDの改訂を行う。） 


・業務主任者の格付けは1号を想定している。


 


＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00833000000 ミャンマー国電力セクター開発情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月17日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
四課

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月10日 2022年3月11日 企画競争

【本調査実施の背景】


ミャンマーでは、近年の開発・投資の進展により、国内の電力需要が急増しており、発電設備容
量の増強が喫緊の課題となっている。今後急増する電力需要に対応し、また全国の電化率を改善
するためには、ガス火力発電を中心とした新規電源開発に加え、既存発電所の改修・設備更新
や、水力・太陽光発電等の再生可能エネルギーの利用を通した電力供給体制の強化及び更なる配
電網の整備を促進する必要がある。　





【本調査の目的】


本調査では、これまでの日本の協力を踏まえつつ、ミャンマーにおける更なる電力セクター開発
に必要な情報収集・課題分析等を行い、発電設備の増強及び配電網の整備を通した電力の安定供
給・電化率の向上に資する新たなODA事業について提言を取りまとめる。





【業務内容】


（１）既存の資料や他ドナー・JICA等が実施している既往の案件の分析


（２）ミャンマーの電力セクター開発に必要な情報収集・課題分析


（３）ア）水力発電、イ）火力発電、ウ）太陽光発電、及びエ）配電網整備への協力を検討する
にあたり必要となる基礎情報の調査

【業務担当分野／評価対象者】


①業務主任者・電力開発計画・電力需要予測（評価対象）②地方
電化・配電計画③配電設備調査（評価対象）④開発計画・機械設
備調査（水力）（評価対象（対象国経験・語学評価無し)）⑤開発
計画・機械設備調査・燃料計画（火力）⑥開発計画・機械設備調
査（その他の発電方法、含む再エネ）⑦電力土木・改修・設備更
新内容確認（水力・火力）⑧送電・変電設備⑨環境配慮・社会配
慮⑩


経済・財務分析／施設運転維持管理・組織体制





【人月合計】25MM（現地15.00MM、国内10.00MM）





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00853000000 ミャンマー国観光に係る情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月17日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
四課

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月10日 2021年11月30日 企画競争

【背景】


ミャンマー連邦共和国への外国人旅行者数は、民政化後、80万人(2010年)から340万人(2017年)

へと急増している。ビジネスや観光目的で訪問する外国人が、ミャンマー国内で支出する金額
は、ＧＤＰの3％を占めるほどに拡大（参考：タイは3割程度）し、今後、観光分野がミャンマー
の経済発展のみならず、貴重な外貨獲得手段のひとつとして更に大きく寄与することが期待され
る。豊かな自然や伝統文化が今なお多く残り、こうした潜在力の高い観光資源の有効活用が必要
である。他方、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、観光業界の収入は最大50％減少す
る見通し（ミャンマー観光連盟）である。





【目的】


本調査は、調査対象地域の観光開発に関して過去にミャンマー政府がADB・ノルウェー政府と共
同で策定したマスタープランや関連調査結果及びミャンマーにおける観光セクターの現状と進
捗、観光に関する基礎データ、支援ニーズ、他の援助機関の協力動向を把握した上で、今後、日
本が支援していくべき観光開発セクターにおける優先地域・分野および課題を特定することを目
的とする。





【調査内容】


（１）関連資料・情報の収集・分析等（国内作業）


（２）観光セクターに係る情報収集（国内作業・現地作業）


（３）ヒアリング調査（現地作業）


（４）JICA協力プログラム案の検討・提案（現地作業・国内作業）

【調査対象地域】


（１）バガン、ニャウンシェ（インレー湖）、ダウェー、モーラ
ミャイン


（２）ガパリについては、今回の調査では机上調査のみ（現地渡
航は無し）。





【担当分野／評価対象者】


（１）業務主任者／観光開発（評価対象）


（２）観光ビジネス開発促進／マーケティング（評価対象、対象
国経験・語学評価無し）


（３）コミュニティ開発（評価対象）


（４）観光インフラ


（５）観光統計・分析





【人月合計】約15MM（国内作業5MM、現地作業10MM）





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00866000000 ミャンマー国森林セクターに係る情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月17日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
四課

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月14日 2021年12月17日 企画競争

【背景】


ミャンマー連邦共和国は、森林被覆率が２０１５年時点で４３％（約３３００万ｈａ）とアジア
でも有数の貴重な森林を有しており、経済的にも重要度が高い。他方、１９９０年から２０１５
年まで約８９０万ｈａの森林減少が確認されており、２０００年から２０１０年の１０年間の年
平均森林面積減少率では０．９３％と、急速なスピードで進んでいる状況である。主な要因とし
ては、違法伐採、焼畑、薪炭材の採取、農地転用、鉱山開発等が挙げられ、気候変動対策や生物
多様性保護等の観点からも急速な森林減少は深刻な問題である。





【目的】


ミャンマー森林セクターに関する現状分析および課題を把握し、今後の支援アプローチや協力可
能性を検討することを目的とする。





【業務内容】


１．森林セクターの現状分析と課題の抽出


　・森林被覆状況の変化や減少の要因および経済に与える影響の分析、ミャンマー政府の政策実
施状況、他ドナーの支援状況等の情報収集・整理等


　


２．支援アプローチの検討


　・外部資金動員や民間連携含む支援アプローチの検討等





３．ワークショップの開催


　・ミャンマー政府や他ドナー等関係者を招き、意見交換等を実施

【担当分野／評価対象者】


業務主任者／森林政策　（評価対象者）


社会経済分析


気候変動対策（適応及び緩和）


森林保全／コミュニティフォレストリー


民間連携／外部資金動員





【人月合計】１５ＭＭ（現地６．５ＭＭ，国内８．５ＭＭ）








＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00874000000
ミャンマー国アーロンガスコンバインドサイクル火力発電所設備更新事業準備調査【有償勘
定技術支援】

公示日（予定） 2021年2月17日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
四課

業務実施契約－協力準備調査

履行期間（予定） 2021年5月10日 2022年3月11日 企画競争

【背景】


　ミャンマーでは、近年の開発・投資の進展により、国内の電力需要が急増しており、需要の増
加に対応する電力供給体制の強化が喫緊の課題となっている。また、ミャンマー政府の2030年の
電源構成計画では、ガス火力発電の総設備容量を2020年時点の2，469MWから、2030年には4，
758MWまで増強することが定められており、ガス火力発電所の発電設備の増強は、引き続き
ミャンマーの重要な課題となっている。





【目的】


　アーロンガスコンバインドサイクル火力発電所設備更新事業について、事業の概略設計及び実
施可能性調査を実施し、我が国有償資金協力事業として実施するための審査に必要な調査を行う
ことを目的とする。





【業務内容】


・事業の背景と必要性の確認


・事業スコープの精査と事業費の積算


・実施スケジュール、実施（調達･施工）方法にかかる検討


・事業実施体制、運営･維持管理体制の検討


・環境社会配慮の検討・支援等

【業務担当分野／評価対象者】


①業務主任者・電源開発計画（評価対象予定）②火力運用計画・
燃料計画・変電設備・系統計画・解析（評価対象予定）③機械設
備・施設計画（評価対象予定）④電気・制御設備（評価対象予定
（対象国経験・語学評価なし））⑤土木⑥送変電設備⑦環境社会
配慮（環境（１）⑧環境社会配慮（環境）（２）⑨環境社会配慮
（社会）⑩経済財務分析⑪設備運転維持管理・組織体制





【人月合計】34MM（現地18MM、国内16MM）





＜有償案件＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01128000000 バングラデシュ国MRT沿線の公共交通指向型開発のための政策策定支援プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月17日 社会基盤部都市・地域開発グループ
業務実施契約－開発計画調査型技
術協力

履行期間（予定） 2021年5月13日 2024年4月30日 企画競争

【背景】


現在、ダッカにおいてMRT6号線、MRT1号線、MRT5号線（北路線）の3路線の整備が円借款に
よって行われているが、都市鉄道整備に当たり、当国政府が更新中である2016-2035年を目標と
した詳細地区計画（Detail Area Plan 2016-2035：DAP 2016-2035）ではMRT 整備を考慮した土
地利用計画となっておらず、MRT整備及び駅周辺開発を土地利用計画に位置付けていく必要があ
る。また、公共交通指向型開発（Transit Oriented Development: TOD）に係る政策やガイドライ
ンが未整備であり、MRT沿線でTODを進めていく上で都市計画、都市交通を担う様々なアク
ター、事業者間の調整がうまくなされておらず、TOD計画が進んでいないといった課題がある。






【目的】


ダッカにおいて、公共交通指向型開発の政策、ガイドラインを作成することにより、公共指向型
開発に基づく計画的な都市開発を推進することに寄与する。





【調査項目】


１）都市開発・TOD関連法整備・計画、開発手法のレビュー、課題の整理


２）MRT沿線の土地利用計画及び交通計画の整理


３）日本及び他国のTOD事例の研究、研修の実施


４）TODに係る政策及びガイドラインの策定


５）TOD実施のための調整メカニズムの構築及び運営


６）パイロットプロジェクト対象駅の選定及びパイロットプロジェクトの実施


７）SEAの実施

【担当分野／評価対象者】


１）業務主任者／公共交通指向型開発（評価対象）


２）都市・土地利用計画（評価対象）


３）区画整理


４）都市再開発


５）不動産開発


６）都市デザイン


７）建築・駅施設計画


８）ファイナンス


９）交通計画（評価対象）


１０）環境社会配慮


１１）組織・能力開発


１２）研修計画立案・管理





【人月合計】


全体約42MM（現地35MM、国内6.8MM)





【その他】 ※RD署名：2021年2月にRD署名予定 ※本業務にかか
る契約には「事業実施・支援業務用」契約約款を適用し、契約で
規定される業務が国外で提供される契約、すなわち国外取引とし
て整理し、消費税不課税取引とすることを想定（企画競争説明書
に最終的な取扱いを記載）。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00972000000 ネパール国統合的電力システム開発計画プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月17日
社会基盤部資源・エネルギーグルー
プ

業務実施契約－開発計画調査型技
術協力

履行期間（予定） 2021年5月13日 2023年5月12日 企画競争

【背景】ネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」）の2019年の発電設備容量1182MW（発
電電力量は4738GWh）のうち9割以上を水力発電（1128MW）が占めているが、電力需要は
1320MWであり供給容量不足となっている。また、同国の水力発電所の多くが流れ込み式であ
り、流量が減少する乾期には出力が大幅に低下するため、電力需給ギャップは特に乾期に深刻な
問題となっている。不足分は隣国インドからの電力輸入により賄っているが、2018－19年の輸
入量2813 GWhは自国供給力の6割に相当し、エネルギー安全保障の観点からも課題となってい
る。


このような現状に鑑み、ネパール政府は、水力発電開発を国家開発戦略における重要課題と位置
付けている。しかし、投資計画が明確に示されていない、流れ込み式に偏重した電源構成となっ
ているなど課題が多い。


こうした状況を改善すべく、優先開発順位の決定や民間と公的資金の棲み分けも含むファイナン
ス計画を含んだ電力セクター全体の開発計画を策定するために、エネルギー水資源灌漑省（以
下、「MOEWRI」）は2019年8月に「統合的電力システム開発計画プロジェクト 」を要請した。






【目的】本事業は、ネパールにおいて、統合的電力システム開発計画を策定することにより、
MOEWRIの人材育成が実施され、最適計画に基づいた水力発電及び電力系統の開発、整備に寄与
するものである。


【アウトプット】統合的電力システム開発計画が策定される。 





【調査項目】


１）ネパールと周辺国の電力セクターの現状と将来の見通しのレビュー、２）ネパール国内と周
辺国の電力需要想定、３）電源開発計画、４）送電開発計画、５）周辺国との国際連系線の調
査、６）経済・財務分析、７）電力開発のためのガバナンスメカニズムの検討、８）環境社会配
慮、９）ファイナンス計画を含む統合的電力システム開発計画の策定、１０）統合的電力システ
ム開発計画策定のための人材育成

【担当分野／評価対象者】


・業務主任者／総合的電力システム開発計画（評価対象）


・電力セクターガバナンス（評価対象）


・電力需要予測


・電源開発計画


・電力融通／電力系統計画（評価対象：対象国経験、語学力不
問）


・系統解析


・経済財務分析／ファイナンス計画


・水力土木


・自然条件／地質調査


・環境社会配慮


【人月合計】全体約78MM（現地58MM、国内20MM）





【その他】


※RD署名：2021年1月にRD署名予定


※本業務にかかる契約には「事業実施・支援業務用」契約約款を
適用し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわ
ち国外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定
（企画競争説明書に最終的な取扱いを記載）。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01125000000 ブラジル国強靭な街作りのための土砂災害構造物対策能力向上プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月17日 地球環境部防災グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月13日 2026年5月12日 企画競争

【背景】


ブラジルでは、これまでに人口の大半が集中する都市部においても、洪水、フラッシュフラッ
ド、斜面崩壊、土石流、地すべりが発生している。さらに近年では、急激な発展に伴う災害危険
地域への都市拡張が進み、自然災害による被害が増加している。このような背景をふまえ、JICA

では2014年から2017年に「統合自然災害リスク管理国家戦略強化プロジェクト（GIDES）」と
して土砂災害対策能力向上（リスク評価手法等）支援をおこなった。本案件（技術協力プロジェ
クト）では、GIDESの成果を基に、土砂災害リスク地域の構造物対策実施に必要な対策理論・技
術指針等の整備支援を行う。


【目的】


土石流対策構造物の特性、設計、施工管理、維持管理方法等にかかる技術指針を作成し、技術指
針を活用・普及するためのツール及び計画を策定することにより、地域開発省における土石流対
策構造物の設計・施工監理・維持管理の実施にかかる能力の向上を図り、もって土石流対策事業
のブラジル国内における展開に寄与する。


【成果】


成果１：砂防構造物の特性、設計、施工管理、維持管理方法が理解される


成果２：土石流対策構造物の設計、施工管理、維持管理にかかる技術指針・チェックリストが作
成される


成果３：上記技術指針を活用・普及するためのツールおよび計画が策定される


【活動予定地域】


（１）カウンターパート機関所在地


ブラジリア


（２）パイロット地域候補


リオデジャネイロ州ノバフリブルゴ市


他の対象地域はプロジェクト開始後に選定予定

【担当分野／評価対象者】


（１）業務主任者／土砂災害対策（評価対象）


（２）砂防施設設計（評価対象）


（３）鋼製砂防構造物


（４）建設マネジメント


（５）研修計画





【人月合計】


約75MM（現地50MM、国内25MM）





【その他留意事項】


・RDは2020年7月に署名済み。


・契約は2つの期間に分ける予定。


・JICA直営の長期専門家（砂防計画）1名を派遣予定。


・プレ公示の内容は今後若干の変更の可能性があります。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法
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務

内

容
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事

項

20a01134000000
ケニア国非行少年・少女の保護・更生に関する情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評
価落札方式））

公示日（予定） 2021年2月17日
ガバナンス・平和構築部ガバナンス
グループ

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年4月9日 2021年7月23日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景・目的】


テロの脅威が拡大しているケニアでは、若者の過激化が課題となっているが、なかでも、劣悪な
環境に置かれ、社会・経済的な理由によりギャンググループ等の犯罪に関わる非行少年・少女は
特に過激派組織のリクルート対象になりやすく、これらの非行少年・少女の保護と更生は、地域
の安定においても重要な課題となっている。


また、COVID-19の影響により、少年院等の矯正施設内の過剰収容による感染拡大リスクや、脆
弱な立場にある少年・少女のSGBV被害の増加も課題となっており、非行少年・少女を、ジェン
ダーにも配慮しながら矯正施設外であるコミュニティ内において保護し、更生を促進させること
が喫緊の課題となっている。


本調査は、こうした課題に対する協力の在り方を検討する上で必要な情報を収集・分析するもの
である。


【業務内容】


（１）関連資料・情報の収集・分析等


（２）調査方針（案）及び質問票（案）の作成


現地調査で収集する内容の例としては以下のようなものが挙げられる。


１）	ケニアにおける少年・少女の非行・犯罪の概要


２）	非行少年・少女の過激化にかかる現状やリスク、課題


３）	ケニアにおける非行少年・少女の保護と更生にかかる現状等


４）	ケニアにおける非行少年・少女の保護・更生へのCOVID-19の影響


５）	アフリカ諸国における非行少年・少女の保護と更生にかかる現状等


６）	過去に実施した少年司法分野のプロジェクトにて作成し、フォローアップ協力にて改訂を
したモジュールの利用状況


（３）ケニア側関係機関等からのヒアリング


（４）ケニア政府及びその他のケニア国内関係機関対象ワークショップの実施


（５）調査報告書及び調査結果要約表の作成

【担当分野／評価対象者】


①業務主任者／少年保護・更生／制度・ドナー分析（２号）


②少年保護・更生／ニーズ分析（３号）


【人月合計】4.37MM（現地1.87MM、国内2.5MM）





※本件は電子入札システムでの入札書提出を予定しています。


＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00943000000
バングラデシュ国ハズラット・シャージャラール国際空港におけるグランドハンドリング能
力向上プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月24日 社会基盤部運輸交通グループ
業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年6月1日 2023年6月30日 企画競争

【背景】


バングラデシュの首都ダッカに位置するハズラット・シャージャラール国際空港（ダッカ空港）
は急成長するバングラデシュの社会経済活動を支える基幹インフラとして重要な役割を担ってい
る。しかし、ダッカ空港におけるグランドハンドリングの体制が急増する航空需要に対応できて
いないため、貨物ハンドリングの質の低下（貨物の破損・紛失等）やハンドリング所要時間の長
期化による貨物の滞留など空港の質の低下に繋がっている。このため、グランドハンドリング業
務を主として担う国営航空会社、ビーマンバングラデシュ航空の能力強化を通じて、ダッカ空港
におけるグランドハンドリング体制の改善を図り、空港運営の質を高める必要がある。





【目的】


ダッカ空港において、グランドハンドリングに係るビーマン航空の能力強化を行うことにより、
急増する航空需要に対応したグランドハンドリング体制の改善を図り、もって空港の利便性・効
率性・安全性の向上に寄与する。





【上位目標】ダッカ空港において、ビーマン航空が適切なグランドハンドリング業務を持続的に
実施することで、空港の利便性・効率性・安全性向上に貢献している。


【プロジェクト目標】ダッカ空港におけるグランドハンドリングに係るビーマン航空の能力が向
上している。


【成果】


成果１：輸入貨物ハンドリングに係るビーマン航空の能力が向上される。


成果２：輸出貨物ハンドリングに係るビーマン航空の能力が向上される。


成果３：ランプサービスに係るビーマン航空の能力が向上される。


成果４：GSEオペレーションに係るビーマン航空の能力が向上される。


成果５：GSE調達及びメンテナンスに係るビーマン航空の能力が向上される。

【担当分野／評価対象者】


①業務主任者／5S・カイゼン（評価対象）


②輸入貨物ハンドリング（評価対象）


③輸出貨物ハンドリング


④ランプ／GSEオペレーション（評価対象／語学・対象国経験評
価なし）


⑤GSEメンテナンス





【想定人月合計】48.25MM（現地45.25MM、国内3.00MM）





＊2020年3月に詳細計画策定調査を実施済み。


＊2020年12月にRD署名予定。





＊本業務にかかる契約には「事業実施・支援業務用」契約約款を
適用し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわ
ち国外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定
（企画競争説明書に最終的な取扱いを記載）。





＜有償以外＞

34



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00951000000 バングラデシュ国小規模園芸農家のための市場志向型農業振興プロジェクト

公示日（予定） 2021年2月24日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月20日 2021年11月12日 企画競争

【背景】


バングラデシュの一人当たりＧＮＩは１，９４０ドル（Ｗｏｒｌｄ　Ｂａｎｋ，　２０１７）
であり、２０１５年には世界銀行の低所得国の卒業基準を達成し、低中所得国に位置付けられて
いる。同国の経済は１９９０年代以降から急速に成長し始め、２０１８年度の実質ＧＤＰ成長率
は７．９％　と高い成長率を維持している。経済発展に伴い農業部門のＧＤＰは１５％を切って
いるが、雇用の約４０．６％を占めており　、同国にとって農業は依然として重要セクターの１
つである。一方、バングラデシュ農業の大多数を担う小規模農家は、営農能力の不足や農業投資
に必要な資金へのアクセスが限定的であり、可耕地の生産性向上、新規作物や高収量品種の導入
に対応できていない。こうした課題に対応するために、バングラデシュ政府から日本政府に対し
て本案件が要請された。


【プロジェクト全体の目的】


本事業は、バングラデシュの対象地域において、政府・金融機関・民間企業・ＮＧＯによる市場
志向型農業アプローチの実施体制確立および実践により、小規模農家生計向上のためのＢａｎｇ
ｌａ－ＳＨＥＰ（市場志向型農業振興）パッケージ開発を図り、もってＢａｎｇｌａ－ＳＨＥＰ
パッケージが小規模農家の生活水準向上のため広く実施されることに寄与するもの。


【本業務の目的】


本事業は、二段階方式を採用し、計画フェーズの第一段階（約０．５年）と実施フェーズの第二
段階（約３年）に分けて実施する。計画フェーズに対応する本業務は、実施機関による役割・責
任分担の合意形成、対象地域の決定、Ｂａｎｇｌａ－ＳＨＥＰ構築・普及のためのアクションプ
ラン策定といった活動に対して技術支援を行うものである。


【活動内容】


・対象候補地域の小規模農家、および農業普及サービスを行う政府・金融機関・民間企業・ＮＧ
Ｏに関する現状把握・課題分析、他ドナーや先方政府の関連事業の動向確認

・バングラデシュにおける、農業普及に携わるステークホルダー
の特定


・実施機関によるプロジェクト内での役割・責任分担の合意形成
に関する支援


・事業対象地域におけるベースライン調査


・関係者によるＢａｎｇｌａ－ＳＨＥＰパッケージ構築・普及の
ためのアクションプラン策定支援


・プロジェクトに関心を持つ機関に対して取り組みを紹介するた
めの会合開催支援


【担当分野／評価対象者】


①業務主任者／市場志向型農業（評価対象）、②園芸作物（評価
対象）、③ジェンダー、④研修


【人月合計】


約７．０７人月　（現地２．５７人月、国内４．５人月）


【その他留意事項】　


・本案件は、２段階方式技プロの１段階目の第１フェーズ（計
画）の実施となる。　


・ＲＤ締結は２０２１年１～２月中を予定　


・本業務にかかる契約には「事業実施・支援業務用」契約約款を
適用し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわ
ち国外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定
（企画競争説明書に最終的な取扱いを記載）。


　＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01136000000
エジプト国 スエズ運河庁マーケティング能力強化プロジェクト 詳細計画策定調査（海運
マーケティング／企業経営）（一般競争入札（総合評価落札方式））

公示日（予定） 2021年2月24日 社会基盤部運輸交通グループ 業務実施契約－詳細計画策定調査

履行期間（予定） 2021年5月6日 2021年8月6日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】スエズ運河は国際海運において最重要航路の一つとして位置づけられ、通行料金収入は
エジプト国外貨収入の約１割に相当しており、国家経済で重要な位置を占めている。スエズ運河
の開発・維持管理等を担うスエズ運河庁（SCA）に対しては、わが国からの協力（円借款、技術
協力）が長年にわたって実施されている。最近では、「スエズ運河庁戦略強化プロジェクト」
（2012年～2015年）、本邦研修「スエズ運河庁能力開発」（2016年～2017年）、専門家派遣
「海運需要予測モデルのアップデートとSCAのマーケティング機能強化」（2017年～2018年）
を実施している。


スエズ運河の優位性を今後も保持していくことは重要な課題であり、SCAのマーケティング戦略
強化に係る能力向上について、支援を行うものである。


【目的】今次詳細計画策定調査は、計画枠組み、実施体制、成果と活動等を整理したうえで、プ
ロジェクトの内容を確認・協議し、プロジェクトに係る合意文書締結を行うとともに、事前評価
を行うことを目的とする。 【活動内容】本業務従事者は詳細計画策定調査団員として技術協力
プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把握の上、他の調査団員と協議・調整しつつ、プロ
ジェクトの協力計画形成に資する担当分野の調査を行う。


【業務担当分野】海運マーケティング／企業経営


【人月合計】　　1.5人月


【現地派遣期間】なし

新型コロナ感染症の状況により、現地渡航が可能となった場合
は、必要に応じて契約変更等による対応を協議する可能性があ
る。








＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01138000000
エジプト国 スエズ運河庁マーケティング能力強化プロジェクト  詳細計画策定調査（評価分
析）（一般競争入札（総合評価落札方式））

公示日（予定） 2021年2月24日 社会基盤部運輸交通グループ 業務実施契約－詳細計画策定調査

履行期間（予定） 2021年5月6日 2021年8月6日 一般競争入札（総合評価落札方式）

【背景】スエズ運河は国際海運において最重要航路の一つとして位置づけられ、通行料金収入は
エジプト国外貨収入の約1割に相当しており、国家経済で重要な位置を占めている。スエズ運河
の開発・維持管理等を担うスエズ運河庁（SCA）に対しては、わが国からの協力（円借款、技術
協力）が長年にわたって実施されている。最近では、「スエズ運河庁戦略強化プロジェクト」
（2012年～2015年）、本邦研修「スエズ運河庁能力開発」（2016年～2017年）、専門家派遣
「海運需要予測モデルのアップデートとSCAのマーケティング機能強化」（2017年～2018年）
を実施している。


スエズ運河の優位性を今後も保持していくことは重要な課題であり、SCAのマーケティング戦略
強化に係る能力向上について、支援を行うものである。


【目的】今次詳細計画策定調査は、計画枠組み、実施体制、成果と活動等を整理したうえで、プ
ロジェクトの内容を確認・協議し、プロジェクトに係る合意文書締結を行うとともに、事前評価
を行うことを目的とする。 【活動内容】本業務従事者は詳細計画策定調査団員として技術協力
プロジェクトの仕組み及び手続きを十分に把握の上、他の調査団員と協議・調整しつつ、プロ
ジェクトの協力計画形成に資する担当分野の調査を行う。


【業務担当分野】評価分析


【人月合計】　　1.5人月


【現地派遣期間】なし

新型コロナ感染症の状況により、現地渡航が可能となった場合
は、必要に応じて契約変更等による対応を協議する可能性があ
る。








＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00925000000
アフリカ自動車産業振興（ポストコロナのサプライチェーン・モビリティ改革）に係る情報
収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月24日
経済開発部民間セクター開発グルー
プ

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月20日 2022年2月28日 企画競争

【背景】


　アフリカでは、経済成長、中間層の台頭等によって自動車の需要が高まる中、日系自動車メー
カーも複数進出済みの南アフリカを筆頭に自動車生産の展開がみられ、他国でもノックダウンを
入り口として生産の動きがみられる。こうした中、国内生産への優遇税制、中古車規制、市場拡
大策等を含めた自動車政策支援のニーズが高まっている。


　また、自動車産業を巡る環境も大きく変化している。コロナ禍は自動車生産にも影を落としつ
つも国内生産化を誘因する要因ともされる一方、自動車産業そのものがCASE（Connected

Autonomous Shared and Services Electric）に表わされるような革新的転換の最中にあり、ス
タートアップや自動車金融の活躍の余地も見込まれる。


　以上を踏まえ、自動車業界団体等とも連携しつつ、自動車産業支援のあり方を検討する必要が
高まっている。





【目的】


アフリカ自動車産業について、南アフリカ、ケニア、ガーナ、ナイジェリア、エチオピア等を重
点としつつ、様々な角度からアフリカの自動車産業の現状と今後の動向を分析し、自動車産業支
援の必要性・方向性を検討する。





【活動内容】


１．アフリカにおける自動車産業・同部品産業の動向の整理（含むコロナ禍状況）


２．自動車産業政策の整理


３．主要自動車メーカー・業界団体・ドナー等の動向・将来計画の整理


４．AfCFTAを見据えた大陸内協業・域内サプライチェーン構築の可能性


５．CASE、モビリティ(MaaS)等の進展の可能性・関連スタートアップ支援の可能性検討


６．日系自動車メーカー・部品メーカーとの連携の可能性検討


７．アフリカ自動車産業振興にかかるJICA支援策提案


８．ワークショップ・ウェビナーの企画・開催

【担当分野／評価対象者】


①業務主任者／産業政策（評価対象）


②自動車産業振興／自動車サプライチェーン（評価対象）


③自動車産業分析（CASE／MaaS）（評価対象）


④自動車産業人材育成／品質・生産性向上


⑤自動車関連スタートアップ支援


⑥民間連携事業形成促進／イベント等企画・運営





【想定人月合計】


４０MM（現地３０MM、国内１０MM）





【その他】


・現地への渡航が制限される場合は、国内業務で部分的に代替す
ることもあり得る。


・本業務に係る契約は「調査業務用」契約約款を適用し、全ての
費用について消費税を課税することを想定（企画競争説明書に最
終的な取り扱いを記載）。


＜有償以外＞

38



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00858000000
エチオピア国起業相談AIチャットボットシステムを活用した起業家支援に関する情報収集・
確認調査

公示日（予定） 2021年2月24日
経済開発部民間セクター開発グルー
プ

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月20日 2023年3月1日 企画競争

【背景】 


エチオピアは2025年までに低位中所得国になるという「ビジョン2025」掲げている。そのた
め、起業家等を支援することで小規模・中小企業が増加し、雇用促進や産業多様化が図られるこ
とが不可欠だが、エチオピアの就労人口に占める開業後3.5年未満の事業者数は、アフリカ地域
平均の23.73％に対し14.73％に留まり、起業の促進は課題である。起業家は気軽に起業相談でき
る場が無く、24時間地方からでも気軽に相談できる窓口へのニーズがある。日本では独立行政法
人中小企業基盤整備機構により、AIチャットボットシステムによる起業相談システムが運営され
ている。





【目的】


エチオピアにおける起業家支援のチャットボットシステム開発に必要な情報調査を行い、システ
ムを構築し、フィードバックを得て修正することで、システム開発によるエチオピアの起業促進
の可能性を検討する。





【調査内容】


（１）政府の起業家支援体制、他ドナーの取組、起業家インタビュー、システム開発環境や通信
状況等、必要な情報を調査する。


（２）調査の分析を基に、利用者のマイページやビジネスコンセプト作成機能などの仕様の検討
を行い、システム開発する。


（３）システムを試行的に運用し、フィードバックを得て改善を行う。


（４）メッセージ配信等の追加機能について情報収集し、内容を検討・開発する。さらに試行運
用しシステムの調整を行う。


（５）既往の取組を分析した上で、有償化の可能性等について検討し、ｃ／ｐと協議の下、現地
ベンダーとｃ／ｐのシステム運営の契約を支援する。

【担当分野／評価対象者】


（１）業務主任／起業家支援


（２）チャットボット開発支援





【人月合計】13.1MM（現地5.8MM、国内7.3MM）


 


【その他】 本業務に係る契約には「調査業務用」契約約款を適用
し、全ての費用について消費税を課税とすることを想定（入札説
明書に最終的な取扱いを記載）。 


＜有償以外＞

39



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a01109000000 ケニア国地熱資源開発計画に関する情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年2月24日
社会基盤部資源・エネルギーグルー
プ

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年5月6日 2021年11月26日 企画競争

【背景・目的】


　ケニア共和国（以下「ケニア」という）では、ベースロード電源として地熱発電を重視してお
り、地熱発電設備容量を2030年までに1869MWまで約倍増させる計画を進めている。かかる中、
2020年9月、ケニア政府は日本政府に対し、ケニア地熱開発公社（Geothermal Development

Company、以下「GDC」という）を対象とした技術協力プロジェクトを要請した。同社は、メ
ネンガイ地熱地帯において地熱生産井の掘削を完了し、IPP3社へ蒸気供給する契約（Project

Implementation and Steam Supply Agreement、 以下「SSA」という）を締結済みであるが、IPP

による発電所建設は開始されていない。また同社は現在、同地熱地帯において一斉噴気試験を実
施し、資源量評価の実施を準備するとともに、ケニア北部の地熱地帯の新規開発にも着手してい
る。同地域を含むケニアの地熱開発事業の持続的発展のためには、ケニアの電力需要予測や、系
統計画、民間事業者にライセンス付与された地熱開発鉱区を含む地熱開発の取組みや課題につい
て調査したうえで、最適な開発計画を検討する必要がある。


　以上を踏まえ、本調査では、ケニアの地熱開発の全体像を把握し、ケニアの地熱分野における
支援の方向性を検討するともに、2021年度開始予定のGDC向け技術協力プロジェクトの効果的
な実施に必要な情報収集を行う。





【活動内容】


（1）ケニアにおける電源開発計画及び地熱開発の位置づけに関する文献調査


（2）ケニア政府の地熱開発政策及び計画の方向性や課題の調査


 (3) ケニア政府の地熱開発政策、関連法規におけるKenGen及びGDCの役割と今後の見通し


（4）ケニア地熱開発分野における、日本企業のIPP／PPP事業への参入動向や関心、障壁・課題
の調査


（5）地熱開発におけるPPPの形態の整理と調査


（6）GDCによるメネンガイ地熱地帯の開発における課題の調査

【業務担当分野／評価対象者】


1. 業務主任者／地熱開発（評価対象）


2. 海外地熱IPP／PPP契約（評価対象）


3. 一斉噴気試験（汽水配管設備／機械）


4. 一斉噴気試験（汽水配管設備／計装・制御）


5. 一斉噴気試験（試験計画）


6. 一斉噴気試験（地化学）





【人月合計】


約7.5MM（現地2.0MM、国内5.5MM） 





【その他留意事項】


1. 2021年1月7日現在、ケニアへの短期渡航は認められているもの
の、新型コロナウイルスの感染拡大状況によっては、現地渡航が
再び制限される可能性もある。本邦からの文献調査や、オンライ
ンでの情報収集、ケニア国現地の人材の活用も検討する。


2. 本業務にかかる契約には「事業実施・支援業務用」契約約款を
適用し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわ
ち国外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定
（企画競争説明書に最終的な取扱いを記載）。


＜有償以外＞

40



注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00927000000 カンボジア国保健施設・医療機材整備及び保健医療人材育成にかかる情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年3月3日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
二課

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年4月28日 2021年10月29日 企画競争

【背景】


カンボジアにおける公的保健医療サービスの提供体制は、内戦後の約30年前と比較し質・量とも
に改善した。特に首都プノンペンにおいては保健医療サービス提供に係るプロセス改善に伴い、
5歳未満児死亡率や妊産婦死亡率を中心に基礎指標は改善傾向にある。他方、医療成果発現のた
め必要となる保健医療インフラや、医療従事者の数や質について改善の余地が大きいとされてい
る。加えて、医療サービスの質、量ともに特にプノンペン都と地方との格差が大きく、地方にお
ける保健医療サービスの改善が喫緊の課題である。





【目的】


カンボジアにおける、主たる国立病院、全国の州病院、並びに郡病院、特にこれまで日本国が支
援してきた施設を中心に、医療施設・機材、並びに人材開発の現状及び将来の見通しを調査・分
析することにより、カンボジアにおける保健医療サービス提供体制の課題を明らかにする。さら
には、保健施設及び医療機材整備、保健人材を対象とする候補プログラム・事業を特定し、協力
の概略を検討するうえで参考となる情報を収集・整理することを目的とする。





【調査内容】


・保健医療サービス提供体制の現状確認


・保健医療サービス提供体制の課題、要因分析


・保健施設・保健資機材整備及び人材育成に係る他ドナーの支援状況確


・保健施設、保健資機材及び人材育成に係る協力内容について検討


・ファイナルレポート(ドラフト)作成と保健省関係者と意見交換


・ファイナルレポートの作成

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


1．業務主任／保健医療計画（評価対象）


2．施設設計／施工計画／積算


3．機材計画／積算


4．保健医療政策・人材育成


5．保健医療政策・人材育成2


6．環境社会配慮／自然条件調査





【人月合計】


13.0MM（国内5.0MM　現地8.0MM）





【その他留意事項】


本調査は、現地作業について現地再委託を認めることを想定して
います。





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00844000000 ミャンマー国全国道路橋梁改修に係る情報収集・確認調査

公示日（予定） 2021年3月3日
東南アジア・大洋州部東南アジア第
四課

業務実施契約－基礎情報収集確認
調査

履行期間（予定） 2021年6月1日 2022年1月31日 企画競争

【背景】


ミャンマーの地方部の道路・橋梁は、所管する建設省道路局、橋梁局の予算、技術、人材などの
リソースが不足していることから、都市部に比して未舗装の割合が高く、老朽化していても十分
な改修・橋梁の架け替えが行われていない。自然災害に対しても、被災リスクを減じるための設
計（線形計画、対策工など）が十分でないケースが多く、災害に対して脆弱である。都市部から
地方部への経済裨益を促進するため、ミャンマーの地方部の幹線道路・橋梁の現状を把握し、必
要な対策を講じることが求められている。





【目的】


本業務はミャンマー全国における幹線道路・橋梁の改修における新たなODA事業を検討するため
の基礎情報、支援対象路線、改修案の調査を主たる目的とする。





【業務内容】


（１）幹線道路・橋梁の現状・課題と事業実施妥当性の確認


（２）既往案件の整理、教訓の分析


（３）事業オプション（案）選定基準の確認


（４）事業オプション（案）概要の確認（対象路線・区間、事業コンポーネント、標準設計、意
義と効果等）


（５）事業実施・運営・維持管理に関わる必要情報の確認（事業実施スケジュール、調達計画、
実施体制等）


（６）環境社会配慮に関する調査

【担当分野／評価対象者】


（１）業務主任者／地方道路　（評価対象者）


（２）地方道路①　（評価対象者）


（３）地方道路②　


（４）地方道路③


（５）小中規模橋梁①　（評価対象者（対象国経験・語学評価無
し））


（６）環境社会配慮①


（７）環境社会配慮②


（８）経済財務分析


（９）事業実施計画／評価


（１０）調達／資金計画


（１１）積算／施工計画





【想定人月合計】


合計17.6MM　国内4.2MM 現地13.4MM





＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

★ 調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

20a00815000000 ブラジル国持続的農業のためのセンサー・精密農業プラットフォーム開発プロジェクト

公示日（予定） 2021年3月3日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月17日 2022年5月16日 企画競争

【背景】


 国連によると2050年には世界人口が90億人を突破するといわれる中、ブラジル国は世界の食糧
庫としての期待が高まっている。また、世界最大の熱帯雨林アマゾンを有する国でもあり、環境
面の負の影響を抑えた持続可能な農業開発が求められている。


　他方、近年では人工知能、ビッグデータ等の技術革新が進み、農業セクターへも大きな影響を
与えている。これら技術を統合・活用した農業として精密農業が台頭しており、ブラジルにおい
ても技術開発が進められているものの、依然として複合的データを活用した技術開発の進展は限
定的である。持続可能な次世代型農業の促進を進めるべく、精密・デジタル農業促進、民間企業
への技術・情報共有促進を通した技術革新等を重点分野の一つに掲げており、本案件は当該分野
の人材育成、能力強化に資するものである。





【目的】


日伯間の産官学連携を通じて、持続可能なアグリビジネス技術開発の促進を図る。





【活動内容】


　本プロジェクトは二段階方式を採用する。本業務は第一段階を対象としている。第一段階とし
て、各成果である産官学連携推進、農業データプラットフォーム整備、精密・デジタル農業、ア
グロフォレストリ―普及・展開計画等についての詳細活動計画をCPとともに策定する。


　第二段階では、約4年間の実施期間で同活動計画に基づき、協力・活動を実施する。

【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


1.業務主任者／産官学連携推進（評価対象予定)


2.スマートフードチェーン（評価対象予定）


3.アグロフォレストリ―





【人月合計】


18.5MM(現地14.0MM、国内4.5MM)





【その他留意事項】


・2021年2月中旬にRD署名予定


・本業務に係る契約は「事業実施・支援業務用」契約約款を適用
し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわち国
外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定（企画
競争説明書に最終的な取扱いを記載）。








＜有償以外＞
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注１） これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。新型コロナウイルス感染拡大の影響による渡航制限措置等により、履行期間や現地業務期間に変更が生じる場合があります。

コンサルタント等契約（業務実施）（２０２１年１月２０日）

注２） 公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。

注４） QCBS案件は電子入札システムを利用して選定します。

注３） 2020年4月から「コンサルタント等契約」の制度が変わりました。
今後も新しい情報の公開と共に変更が生じる可能性がありますので、JICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法
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項

20a00811000000 チリ国小規模家族農業生産者の金融包摂促進プロジェクト

公示日（予定） 2021年3月10日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約－技術協力プロジェ
クト

履行期間（予定） 2021年5月20日 2024年4月30日 企画競争

【背景】以前よりJICAは、パラグアイの小規模農家向け公的金融サービスの実施機関である農業
金融公庫（CAH）に対して、円借款や有償技術協力支援付帯技術協力プロジェクトの支援を行
い、融資手続きの迅速化や融資を受けた農家の延滞率の改善などの支援を実施してきた。技術協
力プロジェクト「農家のための金融包摂に向けた組織強化」（2016-2019）では、CAHの金融
サービスの改善を通じた組織体制強化を支援した。本案件は、チリの金融包摂の経験をパラグア
イに支援する、日本とチリとパラグアイの三角協力（チリと日本のJCPP2030の枠組み）にて実
施する。





【目的】本案件では、前案件で構築した農業金融公庫（CAH）の体制及び金融サービス強化の次
段階として、「リスク軽減ツールの開発」及び「マーケティング強化」を目指している。チリ農
牧開発機構（INDAP）および日本人専門家により、CAHのリスク軽減ツールの導入、およびCAH

に新設される流通部門のマーケティング、流通等に関する知識向上および組織機能の強化を目的
とする。





【活動内容】


・効率的な融資提供、監視及び信用管理システムの確立


・貸付実行及び信用回収におけるリスクの軽減


・CHA顧客の市場への参入に向けた流通・販売支援のための官民連携機能の強化


・三角協力における関係者間の連携強化





【業務担当分野一覧・そのうちの評価対象者】


業務主任者、金融包摂（評価対象）、組織強化、マーケティング（評価対象）

【人月合計】


14.16MM（現地12.66MM、国内1.5MM）





【その他留意事項】


・RD締結は2月を予定


・実施国はパラグアイを想定


＊本業務にかかる契約には「事業実施・支援業務用」契約約款を
適用し、契約で規定される業務が国外で提供される契約、すなわ
ち国外取引として整理し、消費税不課税取引とすることを想定
（企画競争説明書に最終的な取扱いを記載）。





＜有償以外＞
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